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．はじめに
住宅は家計にとって大切な資産であり、安心・安全で豊かな生活を営むためにも適切な
維持管理が行われることが重要である。一方、少子・高齢化の進行や人口減少期への移行
は、新築住宅の需要だけでなく耐震改修など既存住宅に対する追加投資の判断などにも影
響を及ぼしており、今後さらなる空き家の増加なども懸念されている。しかし、私有財産
である住宅に関しては、耐震改修費補助など所有者への実質的な給付となる支援策には慎
重論も少なくない。そのため、いくつかの基礎自治体の耐震改修促進計画や空家等対策計
画においては、中古住宅流通市場の環境整備支援や市場関係者との連携強化による市場活
性化を通じた既存住宅への追加投資の促進策が組み入れられるようになっている。
このような、社会・経済環境や住宅・建築行政の動向は、現在の固定資産税制度に大き
く つの問題を提起しているように思われる。 つは、言うまでもなく固定資産税収の維
持・確保であり、これまでも色々な場で議論されている問題である。もう つは、建物
（家屋）を課税客体とする固定資産税が既存住宅への投資行動に及ぼす影響に関するもの
であり、基本的には転嫁論にかかわる問題である。いずれも、経済学分野においては重要
な研究課題であるが、これらに関するテーマを取り扱う場合、筆者は特に次の点に留意す
る必要があると考えている。 点目は、現実の経済において固定資産税収（負担）と課税
客体である既存住宅への投資水準は相互に密接に関連するということである。 点目は、
現実的な政策・施策を検討するのであれば段階的な議論が必要ということである。 点目
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は、課税技術だけでなく評価技術に関する検討も必要ということである。
本研究では、最近の基礎自治体における住宅・建築施策を与件として、都市政策の実効
性を高めるという観点から、一戸建住宅を念頭に家屋を課税客体とする固定資産税の既存
住宅への投資行動に及ぼす弊害を緩和することを目的に検討を行う。具体的には、まず、
わが国の既存住宅ストックと住宅市場の状況を概観し、住宅・建築施策の動向について整
理する。公共経済学的な視点による理論面での整理とともに実務的な視点による家屋を中
心に固定資産税制度の課題を抽出し、既存住宅への追加投資の促進と固定資産税収の安定
化に向けて筆者なりに展望する。加えて、当面の方策についても提示する。
．既存住宅ストックと住宅市場の状況
最近の基礎自治体における住宅・建築施策の考え方について理解を深めるためには、そ
の背景について適切に認識しておくことが重要である。そのため、まず、実態把握という
観点から、既存住宅ストック、住宅の新規供給、中古住宅流通の状況について概観する。
既存住宅ストックの状況
国の住宅・土地統計調査によると、全国の専用住宅数は、 年以降もテンポは鈍りつ
つあるものの増加傾向が続いており、 年時点では約 万戸であったが 年時点
では約 万戸に達している。建て方と構造に着目して内訳を見ると、各時点ともに木
造一戸建の構成比率が最も高く ％を超え、次いで非木造共同住宅の順となっている。木
造一戸建の比率は僅かに低下が続いているが、非木造共同住宅の比率は上昇傾向にあり、
年時点の約 ％が 年時点では約 ％となっている（図 参照）。
）総務省統計局 平成 年住宅・土地統計調査結果 ・ 平成 年住宅・土地統計調査結果 ・ 平成 年
住宅・土地統計調査結果 ・ 平成 年住宅・土地統計調査結果 により作成。
図 専用住宅数（全国））
）総務省統計局 平成 年住宅・土地統計調査結果 ・ 平成 年住宅・土地統計調査結果 ・ 平成 年
住宅・土地統計調査結果 ・ 平成 年住宅・土地統計調査結果 により作成。
専用住宅のうち、対象を持家に限定しても基本的な傾向は同様である。 年以降も増
加傾向が続いており、 年時点では約 万戸であったが 年時点では約 万戸
に達している。内訳を見ると、各時点ともに木造一戸建の構成比率が圧倒的に高く ％を
超え、次いで非木造共同住宅、非木造一戸建の順となっている。木造一戸建の比率はやや
低下が続いているが、非木造共同住宅の比率は上昇傾向にあり、 年時点の約 ％が
年時点では約 ％となっている。非木造一戸建の比率については、各時点ともに
％の水準を維持している（図 参照）。
新規供給の状況
国の建築着工統計調査によると、 年度以降、 年間の全国の新設住宅数は、短期的
には経済環境や制度要因などの影響により歪な動きが見られるものの、全体として見ると
減少基調が窺える。 年度では約 万戸であったものが 年度 年度では約
万戸 約 万戸の間で推移し、 年度以降は 万戸を割り込み、 年度では 万戸
程度の水準にまで減少している。利用関係に着目して内訳を見ると、 年度では持家の
構成比率が最も高く約 ％、次いで貸家が約 ％、分譲住宅が約 ％の順となっている。
しかし、 年度以降は貸家と持家の順位が逆転する年度が多くなり、 年度では貸家
の構成比率が約 ％、持家が約 ％、分譲住宅が約 ％となっている（図 参照）。
持家の大半を占める一戸建と分譲住宅に限定して新設住宅数の推移を見ると、総数と同
様に、短期的には歪な動きが見られるものの、全体として減少基調が窺える。 年度で
は約 万戸であったものが 年度 年度では約 万戸 約 万戸の間で推移し、
年度以降は 万戸を割り込み、 年度では 万戸程度の水準にまで減少している。
内訳を見ると、各年度ともに持家の一戸建の構成比率が高く一部を除き ％を超えてい
る。分譲住宅については、 年度 年度では共同住宅、一戸建の順であったが、
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年度以降は一戸建と共同住宅の順位が逆転する年度が多くなり、 年度では一戸建
の構成比率が約 ％、共同住宅が約 ％となっている（図 参照）。
一方、 年以降、 年間の総人口の動きを見ると、ピークの 年にかけて約 万
人増加したが、その後 年にかけて約 万人減少している。結果的に 年間で約 万
人増加となっているが、これを各年度の新設住宅数と比較すると、除却があることを考え
ても人口増加を上回る住宅の新規供給が行われていたことが容易に推察できよう。前記で
示した既存住宅ストックの推移は、このような推察結果を明瞭に裏づけている。
中古住宅流通の状況
現状では、中古住宅流通の実態をタイムリーに公表する公共の統計データは存在しな
い。そのため、指定流通機構の公表データにより、首都圏、近畿圏における 年度以降
の中古住宅流通の傾向を概観したものが図 である。対象は一戸建住宅で、成約件数
については、首都圏では 年度以降、 年度を除き増加傾向にあり、近畿圏では
年度以降、概ね増加傾向にある。平均価格については、いずれも大きな変化は見られない
ものの、首都圏では 年度以降、僅かな上昇が続き、近畿圏では 年度以降、概ね横
）国土交通省 建築着工統計調査報告 （【住宅】利用関係別 時系列、年度計 平成 年度分）、総務省
統計局 人口推計 （国勢調査結果による補間補正人口）により作成。
）国土交通省 建築着工統計調査報告 （【住宅】利用関係別 構造別 建て方別 都道府県別 戸数、年度
計 平成 年度分）、総務省統計局 人口推計 （国勢調査結果による補間補正人口）により作成。
図 住宅着工戸数（全国））
図 持家と分譲住宅の着工戸数（全国））
）東日本不動産流通機構 首都圏不動産流通市場の動向（ 年度） により作成。
）近畿圏不動産流通機構 （ 年 月号 年 月号）により作成。
）例えば、西嶋（ ）， ページ参照。
ばいとなっている。平均築年数については、いずれも微増傾向が続き、 年度では 年
を超えている。
採用データは一戸建中古住宅流通量の全貌を示すものではないが、 年度の成約件数
は首都圏、近畿圏ともに 千件程度であり、新規供給量と比較して未だ低水準にある。
なお、成約件数の変化と平均価格の変化は無関係ではないと考えられるが、新築物件の
価格や世帯収入の変化の影響もあり、必ずしも明確ではない。また、平均築年数の変化に
ついても、過去の研究 ）によると平均価格と無関係ではないと考えられるが、サンプル
の詳細が不明であることもあり、関係の明確化のためには具体的なサンプルを用いた計量
分析が必要である。
まとめ
以上により、人口減少期への移行後も 年代後ほどではないにせよ、なお年間 万戸
程度の住宅、 万戸程度の持家・分譲住宅の新規供給が続き、除却分を除いても持家系の
専用住宅は増加していることが確認できた。一般的に、円滑な住み替えのためには、潜在
的な需要量をある程度上回る住宅数が必要だと考えられている。ここでは、既存住宅ス
トックの質に関しては一切検討していない。しかし、仮に住宅の質に関しては十分な状況
にはなく、より良質な住宅への住み替えが望まれていたとしても、把握できた中古住宅流
通量をもとに推察する限り円滑な住み替えが行われているとは考えにくい。次項では、可
能な範囲で既存住宅ストックの質にも注目しながら、最近の基礎自治体における住宅・建
築施策の考え方について整理する。
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首都圏（ 都 県）） 近畿圏（ 府 県））
図 中古住宅（一戸建）の成約状況
．住宅・建築施策の動向
今後の都市政策の実効性を高めるという観点から、現在の固定資産税制度の課題を抽出
するに当たり、住宅・建築政策における基本的な考え方と既存住宅ストックの質に関する
再確認を行い、最近の住宅・建築施策の特徴や方向性などについて整理する。
住宅・建築政策における基本的な考え方
住生活の安定の確保と向上を図る観点から、適切なリフォームを通じた住宅の価値の維
持・向上や中古住宅流通市場の環境整備は、これまでも国の住宅政策における重要課題と
して位置づけられてきた。国の住宅政策における基本的な考え方は、住生活基本法に基づ
く住生活基本計画（全国計画）に示されている。少子高齢化・人口減少等の課題を正面か
ら受け止めたとされる、計画期間を 年度 年度とする新たな住生活基本計画（全
国計画）は 年 月に閣議決定されている。この全国計画において示された、 住生活
をめぐる現状と今後 年間の課題 の概要は次のとおりであるが、少子高齢化と人口減少
が住宅政策上の諸課題の根本的な要因であることも明記されている ）。
少子高齢化・人口減少の急激な進展と大都市圏における後期高齢者の急増
世帯数の減少による更なる空き家の増加
地域コミュニティの希薄化など居住環境の質の低下
リフォーム・既存住宅流通等の住宅ストック活用型市場への転換の遅れ
マンションの老朽化・空き家増加による防災・治安・衛生面での課題顕在化の恐れ
このような課題認識のもとに、設定された つの目標及び既存住宅ストックとの関連が
強い基本的施策の概要は次のとおりである ）。
結婚・出産を希望する若年世帯・子育て世帯が安心して暮らせる住生活の実現
高齢者が自立して暮らすことができる住生活の実現
住宅のバリアフリー化やヒートショック対策の推進
高齢者の住み替え等の住生活関連資金の確保
住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の安定の確保
空き家の活用の促進と民間賃貸住宅を活用した新たな仕組みの構築も含む住宅セー
フティネット機能の強化
住宅すごろくを超える新たな住宅循環システムの構築
既存住宅が資産となる新たな住宅循環システムの構築（建物状況調査・住宅瑕疵保
険等を活用した品質確保、住宅履歴情報等を活用した消費者への情報提供の充実）
資産としての住宅を担保とした資金調達を行える住宅金融市場の整備・育成
建替えやリフォームによる安全で質の高い住宅ストックへの更新
耐震性を充たさない住宅の建替え等による更新
） 住生活基本計画（全国計画）（ 年 月）， ページ参照。
） 住生活基本計画（全国計画）（ 年 月）， ページ参照。
）西嶋，前掲書， ページ、西嶋（ ）参照。
耐震性、耐久性等、省エネ性の向上と適切な維持管理の促進
密集市街地における安全確保のための住宅の建替えやリフォームの促進策の検討
急増する空き家の活用・除去の推進
空き家の賃貸・売却・用途転換による活用、計画的な空き家の解体・撤去の推進
強い経済の実現に貢献する住生活産業の成長
既存住宅の維持管理、リフォーム、空き家管理等のビジネスの活性化の推進
住宅地の魅力の維持・向上
既存住宅ストック（一戸建）の質について
これまでも国の住宅政策においては、既存住宅ストックは安全面や質に関して十分では
なく、維持管理状況も適切ではないものが少なくないことが前提とされていた。このよう
な基本認識は、新たな住生活基本計画（全国計画）においても踏襲されており、さらに人
口・世帯数の減少による空き家増加への懸念も明確化されている。このような既存住宅ス
トックの質と密接にかかわる課題は、基本的には住宅の建て方、構造、利用目的が異なっ
ても共通するものだと考えられる。ただし、課題への対処法に関しては、自用（持家）と
貸家、自用であっても一戸建と共同住宅（区分所有建物）で財産（資産）としての性格等
の違いから所有者の行動原理が異なり、同様に取り扱うことには問題がある ）。本研究で
は、絶対数が多く、財産としての特徴によりリフォーム・改修などの追加投資、そしてそ
の固定資産評価に関しても課題を抱えていることから一戸建住宅に焦点を当てている。そ
のため、以下では一戸建住宅を中心に既存住宅ストックの質に関するデータを概観する。
まず、 年時点の持家である一戸建（専用）住宅について、建築時期に着目して内訳
を見ると、 年以前に建築されたものの構成比率が約 ％となっている。他方、建築基
準法に基づく現行の耐震基準は 年 月に導入されている。 年以前に建築された一
戸建住宅の中には、現行耐震基準が求める耐震性を満たすように既に改修工事が行われて
いるものも含まれていると考えられるが、全ての耐震化工事がそのような水準にまで耐震
性能を高めているわけではない。そのため、 年以前に建築されたものの中には、絶対
的な耐震性能が相対的に劣る一戸建住宅が相当数存在すると考えられる。また、構造に着
目して内訳を見ると、防火木造構造でない一戸建住宅の構成割合が約 ％となっている。
このように、一戸建住宅については、今後、安全面でリフォーム・改修の要否を検討すべ
きものが少なからず存在すると考えられる（図 参照）。
また、 年時点の一戸建住宅の空き家について、種類に着目して内訳を見ると、二次
的住宅（別荘等）・賃貸用・売却用を除くその他の住宅の構成割合が約 ％となってお
り、その内の約 ％が腐朽・破損ありの状態にある。一戸建住宅の空き家の総数を 年
時点と比較すると約 万戸増加しているが、その大半はその他の住宅の増加によるもの
で、腐朽・破損ありの状態にあるものの比率も少しではあるが上昇している。このよう
に、空き家となっている一戸建住宅については、活用の際にリフォーム・改修が必要なも
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のが相当数存在しており、放置しておくと増加する可能性が高いことがわかる（図
参照）。
さらに、 年度以降の木造一戸建住宅のリフォーム等工事費受注高の推移を見ると、
年度 年度は増加傾向にあったが 年度は約 兆 億円と伸び悩んでい
る。ただし、新設木造専用住宅の工事費予定額も同様の動きを示しており、 年度につ
いてはやや増加していることを考えるとリフォーム等工事費受注高も増加している可能性
は否定できない。しかし、世帯収入が伸び悩む中で、新設木造専用住宅の工事費予定額が
未だ 兆 億円の水準にあることと比較すると、木造一戸建住宅のリフォーム等市場は
発展途上にあると考えざるを得ない（図 参照）。
最近の住宅・建築施策について
前記により、新たな住生活基本計画（全国計画）でも踏襲された、既存住宅ストックは
）総務省統計局 平成 年住宅・土地統計調査結果 により作成。
）総務省統計局 平成 年住宅・土地統計調査結果 ・ 平成 年住宅・土地統計調査結果 により作
成。
図 専用住宅（持家 一戸建）の建築時期（ 年・全国））
図 一戸建住宅の空き家の内訳（全国））
）国土交通省 建築着工統計調査報告 （【建築物】構造別・用途別、年度計 平成 年度分）・ 建築
物リフォーム・リニューアル調査 （ 年度 月期 年度 月期）、総務省 家計調査
（家計収支編）調査結果 （総世帯 詳細結果表、年報 年 年）により作成。
）例えば、京都市（ ） 京都市建築物耐震改修促進計画 ページ、神戸市（ ） 神戸市耐震改
修促進計画〔 〕 ページ参照。
）例えば、神戸市（ ） 神戸市耐震改修促進計画〔 〕 ページ参照。
安全面や質に関して十分ではなく、維持管理状況についても適切ではないものが少なくな
いとの基本認識は、一戸建住宅に対象を限定しても妥当であることが確認できた。
近畿圏のいくつかの都市では、 年度中に新しい耐震改修促進計画の検討が進められ
た。その中には、不動産流通業や金融機関などとの連携や中古住宅流通を契機とする耐震
化の促進に言及されているものもある ）。基礎自治体の視点においては、これまで定住促
進などを除き政策・施策面で中古住宅流通市場の役割に注目する機会はあまり無かったと
思われる。しかし、前記で示したように、量的には住宅が充足していると考えられる中
で、人口減少期への移行により、今後、住宅の新規供給のペースはさらに鈍る可能性が高
い。また、経済環境がめまぐるしく変化する中で、放置しておくと、世帯収入の伸び悩み
などの影響により、住宅の更新だけでなくリフォーム・改修需要の低迷やさらに空き家が
増加することも懸念されている。このような懸念を背景に、軽視できなくなっているの
が、人々の行動選択における指標としての市場情報である。そして、注目されているの
が、耐震改修実施や適切な維持・管理が可能な層への中古住宅の移転、利用・活用が可能
な層への空き家の移転、改修など追加投資を伴う建物の購入を実現させる場としての中古
不動産流通市場の役割である。前記の新しい耐震改修促進計画の中では、民間金融機関の
融資制度、建物検査・診断や瑕疵保険制度など市場環境整備に通じる取り組みについても
言及されているものがある ）。空き家対策についても、再利用可能な建物や跡地の活用に
関して、不動産流通業などとの連携方法を模索する動きが見られる。
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図 木造住宅の新設工事費予定額・リフォーム等工事費受注高と世帯収入（全国））
まとめ
最近の基礎自治体における住宅・建築施策に共通するのは、適切な現状認識に基づく計
画目標達成のハードルの高さへの危機感である。そして、ヒト・モノ・お金と情報が具体
的に動き、巡っていくためにはどうすればよいかが考えられているように思える。このよ
うな思考パターンは、経済学分野であれば当然のことと言えようが、これまでの基礎自治
体の住宅・建築施策においてはあまり明確にされていなかったように思う。長年の課題で
ある既存住宅の適切なリフォームの推進と中古住宅流通市場の環境整備をうまく連動させ
ることは決して容易ではないであろう。しかし、建築士・建築関連業だけでなく不動産流
通業や金融機関などを巻き込む住宅市場関係者側の経済面での期待は少なからず高まって
いるように感じられる。そのため、税務行政側においても、既存住宅への追加投資の促進
が住宅・建築施策の範疇に止まらず都市政策レベルでの課題となる可能性があること、住
宅リフォーム・改修件数がこれまでを上回るペースで増加する可能性があることを認識し
ておく必要があろう。本研究では、このような認識のもとに、家屋に対する固定資産税を
中心に現行の固定資産税制度の課題について検討する。
．家屋に対する固定資産税制度の課題
現行の固定資産税の性格は、一般的には応益課税の原則に基づく財産税と認識されてい
る。家屋に対する固定資産税の性格に関しても、実質的に土地と一体となって機能すると
いう観点から、一般的には土地に対する固定資産税と同様のものと解されてきたとされて
いる ）。また、家屋の評価方法に関しては、再建築価格方式による評価額が適正な時価で
あると推認することが相当と判示されている ）。評価方法のシステム化も進み、大型で複
雑な構造の家屋の新築時の評価を除き、課税コストはそれほど大きくはないとされてき
た。しかしながら、公共経済学分野においては、資本財である家屋への課税には経済効率
性の観点から議論があり、改築時の評価については課税側における事実の把握や納税者側
における評価額の予測に関して問題が指摘されている。ここでは、既存住宅への追加投資
の促進と固定資産税収の安定化に向けて検討するに当たり、公共経済学的な視点による家
屋課税についての議論を概観するとともに、改築家屋についての課税側の把握と納税者側
の評価額の予測に関する問題について整理する。
資本財である家屋への課税についての議論の整理
による敷地地代に対する税の議論においては、家賃の概念は建物賃料と敷地地代
に区分され、建物賃料部分と敷地地代部分の区別・確定は可能であるとの認識のもとに、
敷地地代は家賃よりも適切な課税対象であると主張されている。その根拠は、税負担が敷
）資産評価システム研究センター（ ）， ページ参照。
）資産評価システム研究センター（ ）， ページ参照。
） （ ）（水田監訳・杉山訳〔 〕， ， ページ）参照。
）堀場（ ）， ページ参照。
）佐藤（ ）， ページ参照。
）堀場，前掲書， ページ、佐藤，前掲書， ページ参照。
）資産評価システム研究センター（ ）， ページ参照。
地地代の受領者に帰着し、建物賃料にほとんど影響しないことに求められている ）。固定
資産税の伝統的転嫁論においても、類似する説明が行われている。堀場（ ）で紹介さ
れている賃貸住宅の例では、土地部分の固定資産税の負担者は土地所有者となるが建物部
分（資本財部分）の固定資産税の負担者は建物所有者とはならない。その理由は、供給に
関して土地は非弾力的であるが、資本財である建物は弾力的であるからである。伝統的転
嫁論では、資本財に対する固定資産税は資本財投資の他地域への流出・当地域での建物供
給量減少とこれに伴う市場資本収益率の上昇を通じて住宅サービスの消費者である賃借人
に転嫁されることになる ）。なお、佐藤（ ）では、賃借人だけでなく土地所有者にも
転嫁されることが指摘されている ）。
伝統的転嫁論は部分均衡分析に基づいているが、前掲の堀場や佐藤では、一般均衡分析
による新たな転嫁論と呼ばれる考え方についても紹介されている。新たな転嫁論による
と、資本財に対する固定資産税は、課税地域の市場資本収益率を上昇させるだけでなく、
資本流入した地域では市場資本収益率の低下をもたらす。最終的には、流入地域の市場資
本収益率と課税地域の税引後資本収益率が一致する点で資本収益率は均衡することになる
が、そのときの資本収益率は両地域において課税前より低くなっている。資本収益率が均
衡するとき、両地域の市場資本収益率には格差が生じることになる。均衡資本収益率と市
場資本収益率との乖離部分に関しては、生産物価格に転嫁される効果と土地所有者に地代
の下落を通じて転嫁される効果が考えられる。また、課税地域内においては、資本財への
課税に伴う他の生産要素である土地、労働への代替と資本財の市場資本収益率の上昇によ
る高い生産費用がもたらす生産量の減少をもたらしうると説明されている ）。伝統的転嫁
論でも新たな転嫁論でも、資本財に対する固定資産税は資源配分に歪みを生じさせる点で
は同様である。
課税側の改築家屋の把握に関する問題について
家屋に対する固定資産税の課税・評価の実務においては、新築や増築の場合、建築基準
法による確認申請事務や不動産登記法による表示登記事務との連携により、課税側がその
事実を容易に把握できるようにネットワークが構築されている。しかし、例えば床面積や
用途が変化しない木造 階建の一般的な広さの戸建住宅についてのリフォーム・改修のよ
うな場合、前記のネットワークを通して固定資産税の取り扱いにおける改築の事実を把握
することは困難である。また、課税側において、通常の家屋評価業務に改築家屋の把握に
特化した業務を追加することは、単純に事務量を考えただけでも容易ではないとの指摘も
ある ）。一般的な木造一戸建住宅のリフォーム・改修件数が増加する場合には、改築家屋
の把握は煩雑さを増すことになる。さらに課税・徴税コストという概念を導入する場合に
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は、改築家屋の把握に関する問題の解決は、現在の仕組みを維持する限りより困難なもの
となろう。
納税者側の評価額の予測に関する問題について
家屋の納税者にとって、既存住宅のリフォーム・改修を行う場合に最も悩ましいこと
は、リフォーム・改修後の家屋の評価額がどのようになるのかについて事前に予測するこ
とが非常に難しいということであろう。
固定資産税は賦課課税であり、理論上は新築住宅についても納税者側が事前に評価額を
正確に予測することはできないことになる。しかし、正確な評価額の予測という厳しい条
件を緩和できるとすれば、一般的な住宅の場合、類似の新築住宅の評価水準を把握するこ
とは、現実にはそれほど困難ではないように思える。その根拠は、再建築価格方式による
家屋評価の評点数の計算式とこれに用いる課税当初の経過年数による減点補正率及び需給
事情による減点補正率、評点 点当たりの価額の計算式及び設計管理費等による補正率が
公表されているからである。そのため、不確定要素は再建築費評点数ということになる
が、前記のとおり予測時点において類似の新築住宅は少なくないと思われるので、一定の
誤差を許容できるならば合理的な予測も可能と考えられる ）。
一方、既存住宅をリフォーム・改修する場合は新築のように単純ではない。まず、想定
されるリフォーム・改修が固定資産税の取り扱いにおける改築に該当するのか、家屋の耐
久性や価値を増加させない修繕に該当するのか不確定要素のある中での判断が必要とな
る。改築に該当すると判断した場合には再評価が必要となるが、再建築費評点数の算出に
おいて改築が行われる部分とそれ以外の部分を区分の上、改築が行われる部分について撤去
に相当する評点数を控除し取替えに相当する評点数を加算することが原則となる ）。また、
地方税法の考え方は、家屋の改築など特別な事情により基準年度の価格で課税することが不
適当であると市町村長が認める場合に新たに価格を求めるという構成になっている ）。その
ため、不適当であるか否かという不確定要素のある中で通常の評価技術とは異なる次元の
判断も必要となる。加えて、改築家屋の評価に関する運用状況は、現状では全ての市町村
で統一されているわけではない。
図 は、このような固定資産税における改築家屋の取り扱いを前提として、納税者
の申請に基づくバリアフリー改修が行われた住宅に対する固定資産税の減額制度がどの程
度利用されているかについて検証を試みたものである。 年度以降、 年度までの期
間、木造住宅リフォーム等の工事費受注額は上昇傾向にある中で全国、近畿圏の 市及び
市の申請個数（件数）は低迷しているようにも見える。しかし、実数で表示した 市と
市については、申請件数の絶対数が少ないため傾向を把握しづらく、低迷しているよう
に見える根拠も明らかにできていないため、この試みによる検証には限界があろう。ま
）例えば、不動産評価の実務においては、収益還元法の適用の際に建築工事費を参考に家屋評価額の近
似値が査定され固定資産税相当額が求められているケースも少なくない。
）資産評価システム研究センター（ ）， ページ参照。
）地方税法第 条第 項参照。
）総務省 固定資産の価格等の概要調書 （平成 年度 平成 年度）、 市及び 市 固定資産概要調
書 （平成 年度 平成 年度）、国土交通省 建築物リフォーム・リニューアル調査 （ 年度
月期 年度 月期）により作成。なお、 区分所有以外 の区分のデータを採用している。
）総務省 固定資産の価格等の概要調書 （平成 年度 平成 年度）、 市及び 市 固定資産概要調
書 （平成 年度 平成 年度）、国土交通省 建築物リフォーム・リニューアル調査 （ 年度
月期 年度 月期）により作成。
た、図 は、同様に、現行の耐震基準に適合する耐震耐震改修が行われた住宅に対す
る固定資産税の減額制度がどの程度利用されているかについて検証を試みたものである。
全体として見ると、 年度までの期間は、全国及び 市の申請個数（件数）は増加して
いたが、 年度は大きく減少している。 市については、全般的に低迷している中で
年度が突出している。これらの動きの背景には、対象期間の途中で減額期間が短縮さ
れていることが大きく影響していると思われ ）、理由は異なるものの傾向は把握しづら
い。しかしながら、バリアフリー改修も耐震改修も、新たな住生活基本計画（全国計画）
における基本的施策に掲げられており、潜在的需要は少なくないと考えられる。そのた
め、この減額制度が納税者にとって十分魅力的と言える状況でないことは指摘できるよう
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図 バリアフリー改修が行われた住宅に対する固定資産税の減額等 ）
図 耐震改修が行われた住宅に対する固定資産税の減額等 ）
に思う。
まとめ
公共経済学分野を中心とする、資本財である家屋への課税についてのこれまでの議論
の整理よれば、伝統的転嫁論でも新たな転嫁論でも家屋に対する固定資産税は資源配分に
歪みを生じさせる点で問題があることが確認できた。これまでのところ、近隣市町村間で
税率を積極的に操作する動きは見られない。企業立地の促進に当たっては固定資産税面の
優遇（条例に基づく軽減）を掲げるケースもあるが、個人用の一戸建住宅に関しては固定
資産税納付額を基準とした金銭等補助による移住・定住支援が見られる程度である。その
ため、一戸建住宅に対する固定資産税に関しては、資源配分への影響は軽微なものと言え
るかもしれない。ただし、事業用以外の個人の償却資産に固定資産税は課税されないた
め、今後、技術革新により家屋設備の代替が進む可能性は否定できない。一方、一戸建住
宅を前提とした場合、課税側の改築家屋の把握に関する問題と納税者が既存住宅のリ
フォーム・改修を行う際の評価額の予測に関する問題は深刻である。既存住宅のリフォー
ム・改修需要が拡大する前に、現実的な対応策を検討しておく必要があるように考える。
．既存住宅への追加投資の促進に向けて
一戸建住宅 件のリフォーム・改修に起因する家屋評価額の変化は、各市町村の家屋評
価全体から見れば微々たるものかもしれない。しかし、そのような事象も決して無視でき
ないのは、法律に基づき家屋に対して固定資産税を課しているからである。そのため、一
見、些末に思える実務的な視点による問題に対して、本研究では家屋の固定資産税制度の
基本に立ち返り検討を進めてきた。そのため、まず、家屋に対する固定資産税制度につい
て中・長期的な展望を行い、その上で、筆者なりに都市政策の実効性を高めるという観点
から住宅・建築施策と課税・評価事務との連携を深めることによる当面の方策を提示す
る。
中・長期的な展望
経済理論の世界では、資本財である家屋への投資を促進するためにはその保有コストを
軽減し、代わりに移動しない、増えないという特性を持つ土地への課税を強化すれば、マ
クロレベルでは望ましい結果が得られるように考えられる。しかし、現実の固定資産税収
の分布は、地理的条件の差異、地域経済の状況や産業構造の違いにより都道府県単位で集
）減額期間は、耐震改修が 年 月 日 年 月 日までの間に完了した場合は翌年の 月 日
を賦課期日とする年度から 年度分、 年 月 日 年 月 日までの間に完了した場合は翌年
の 月 日を賦課期日とする年度から 年度分。そして、耐震改修が 年 月 日 年 月 日
までの間に完了した場合は翌年の 月 日を賦課期日とする年度分。なお、 年税制改正により、適
用期限は 年 月 から 年 ヶ月延長されている。
）西嶋（ ）， ページ参照。
約しても相当不揃いであることが分かっている ）。そのため、土地とは異なる税率の採用
などにより家屋に対する固定資産税の負担レベルを下げていくにしても、時間をかけた丁
寧な対応が必要だと考えられる。
同時に、土地の固定資産税の負担レベルを上げていくことも考えなければならないが、
現在の地方自治制度の枠組み中で、税率変更手続きをより実現性の高いものにする上では
納税者側のわかりやすさは重要な要素であろう。現時点で具体的な評価方法について明確
なアイデアを示すことはできないが、公平性と簡素のトレード・オフへの対応という観点
からも、土地の課税標準額はより安定的でよりシンプルな構造のものに変えた方がよいと
考えている。また、現在の住宅の充足状況と今後の住宅市場を考えると、さらに住宅用地
を増やす必要はないと考えられることから住宅用地の軽減特例も軽減幅を縮小していくこ
と考えるべきであろう。
以上は、既に多くの先行研究によって指摘されていることではあるが、住宅・建築施策
と課税・評価事務との連携を深めることによる当面の方策を検討する上での前提条件とし
て改めて明記しているものである。
当面の方策について
少子・高齢化の進行や人口減少に伴う経済環境の変化を背景とする既存住宅のリフォー
ム・改修の推進による住宅の質向上の取り組みは、新たな住生活基本計画（全国計画）に
も示されているように産業政策を含む経済政策的な色彩の濃いものである。そのため、具
体的な現象としては家屋に対する固定資産税制度にかかわる問題として出現したとして
も、そもそも税務部門のみで解決することは困難と考えられる。
筆者の認識によれば、既存住宅への適切な追加投資を、建築士・建築関連業、不動産流
通業、金融機関を巻き込みながら中古住宅流通市場の環境整備によりヒト・モノ・お金・
情報の循環を円滑化させて実現しようという試みは相当高度な運用技術を必要とする。そ
のため、当面の方策とは言え、課税側の改築家屋の把握に関する問題と納税者が既存住宅
のリフォーム・改修を行う際の評価額の予測に関する問題への対応は、最低限、住宅・建
築施策と課税・評価事務との連携を深めることが必須となる。
結論から言うと、このケースの要諦は、如何に情報の循環の円滑化を図るかであろう。
そして、住宅の質の需要者は既存住宅の所有者であることを考えれば、その意志決定を促
すための適切な情報を優先して提供する必要がある。この場合の適切な情報とは、リ
フォーム・改修後を想定した場合の既存住宅について、所有者が依頼する建設関連業者レ
ベルで容易に利用できるような評価額の合理的な予測を行う上で有益な情報である。ただ
し、現在の税務部門の立場では、このような情報の直接の供給者となることは困難であろ
う。そのため、その役割は、住宅施策の成功により便益を享受しうる住宅・建築施策を所
管する部門がその建築知識を活かしながら代行することになろう。図 はバリアフ
リー改修、図 は耐震改修が行われた住宅に係る家屋の推定平均評価額を表したもの
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である。本来、改修内容には相当違いがあるはずであるが、一部を除くと著しい水準格差
は見られない。
これらは、バリアフリー改修や耐震改修のように、それぞれにおいて共通する工事内容
が少なくないものについては、適切な建築知識があればある程度の誤差の範囲で改修後を
想定した家屋の評価額水準の試算が可能であることを示しているように思える。
住宅・建築施策と課税・評価事務との連携イメージ
前記のこれを実現させるためには、最低限、住宅・建築施策と課税・評価事務との連携
を深めることが必要になる。具体的な情報としては、例えば複数の現実味のあるモデル
ケースを設定して、それぞれ改築家屋に該当するか否かを例示するとともに、該当する場
合の評価額・課税標準額の変化見込み、税額の変化見込みを提示することが考えられよ
う。いわば、公共財的な情報を公的部門が供給することによる情報の非対称性を緩和する
）総務省 固定資産の価格等の概要調書 （平成 年度 平成 年度）、 市及び 市 固定資産概要調
書 （平成 年度 平成 年度）により作成。なお、 区分所有以外 の区分のデータを採用。
） 総務省 固定資産の価格等の概要調書 （平成 年度 平成 年度）、 市及び 市 固定資産概要
調書 （平成 年度 平成 年度）により作成。
図 バリアフリー改修が行われた住宅に係る家屋の推定平均評価額 ）
図 耐震改修が行われた住宅に係る家屋の推定平均評価額 ）
） （ ）（藪下訳〔 〕， ページ）参照。
）項目の違いを表す英字と内容の違いを表す数字（連番）からなる記号に正負の符号を加えたもの。住
宅、建築施策と課税・評価事務が連携できていない状況と比較して連携した後にそれぞれの利害関係者
（経済主体）の該当項目に生じうる変化の方向を正負の符号で表現している。
）便益帰着構成表は、本来、費用便益分析に基づくが、プロジェクト実施によって社会が受ける便益・
費用の総額だけでなく、その内容を詳しく検討するために適用される手法である。列方向の経済主体及
び行方向の便益・費用の項目の整理による経済主体ごとの受益と負担の額の把握も便益帰着構成表作成
の重要な目的である。そのためには、市場及び市場以外の場面での金銭的フローも明示的に組み込んで
経済システムを表現する必要があり、課税・納税のような金銭的な移転・波及関係の変化分も明示的に
取り扱われる。便益帰着構成表についての詳細は、上田・ 木（ ）， ページ参照。なお、記号式
の定性的な便益帰着構成表の作成例については、西嶋（ ）， ページ参照。
）本研究における住宅・建築施策と課税・評価事務との連携イメージを表現するために最低限必要と考
えられる便益・費用・金銭的な移転にかかる項目及び経済主体を筆者が独自に設定して作成した。
取り組みである ）。
以上の過程のみでは、課税側の改築家屋の把握に関する問題を緩和することはできな
い。もう つの情報の循環の円滑化は、まず、バリアフリー改修や耐震改修が行われた住
宅に対する固定資産税の減額制度の利用を促すことや住宅・建築施策としての改修補助事
業の利用を促すことによる公共部門内での住宅改修履歴情報の蓄積である。所有者側でリ
フォーム・改修後を想定した場合の評価額の見込額が容易に予測できるようになれば、バ
リアフリー改修住宅に対する固定資産税の減額制度の利用は結果的に促されることになろ
う。また、リフォーム・改修費用の全額が必ずしも所有者の自己資金のみで賄われていな
い実態を考えると、地域金融機関の融資制度と建物検査・診断や瑕疵保険制度を連携させ
ることにより民間部門側で住宅改修履歴情報の蓄積を図っていくことも考えられる。地域
金融機関側で、債務者である既存住宅所有者に対して住宅改修履歴情報を税務部門に提出
することを融資条件として設定することができれば改築家屋の把握に関する問題の緩和が
進む。この場合の地域金融機関側のインセンティブは、地域密着型金融の推進の取り組み
における地域貢献の実績づくりである。そして、住宅所有者・債務者側のインセンティブ
は、既存住宅の品質保証に実質的に地域金融機関が関与していることを示すことによる一
種のシグナルの発信である。類似の過程は、不動産流通業者が既存住宅の買取・再販事業
を手がけることで成立しうる。この場合の不動産事業者側のインセンティブは、取扱量の
増加と地域貢献にかかるシグナルの発信による相乗効果が考えられる。このような住宅・
建築施策と課税・評価事務との連携イメージ及び期待しうる効果を、記号式 ）の定性的
な便益帰着構成表 ）を用いて例示したものが表 である ）。
このような方策は、まさに新たな住生活基本計画（全国計画）に掲げられた諸施策の実
践であろう。税務部門においては並行して家屋評価の仕組みを納税者にとってより分かり
やすいものに見直していく努力を期待したい。
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表 住宅・建築施策と課税・評価事務との連携イメージの例示
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．おわりに
本研究では、都市政策の実効性を高めるという観点から、一戸建住宅を念頭に家屋を課
税客体とする固定資産税の既存住宅への投資行動に及ぼす弊害を緩和することを目的に検
討を行った。まず、わが国の既存住宅ストックと住宅市場の状況を概観し、住宅・建築施
策の動向について整理した。そして、公共経済学的な視点による資本財である家屋への課
税についての議論の整理とともに実務的な視点による家屋を中心に固定資産税制度の課題
を整理した。その上で、既存住宅への追加投資の促進に向けて筆者なりに中・長期的な展
望を示し、新たな住生活基本計画（全国計画）に掲げられた諸施策の実践とも言える当面
の方策を提示した。
本研究で取り上げた家屋に対する固定資産税制度の課題は、少子・高齢化の進行と人口
減少を背景に、これまでより一歩前進した住宅政策によって再認識され明確化されつつあ
るものである。つまり、家屋に対する固定資産税収への依存度が低くないために家屋評価
の精緻化が進められてきた結果、一戸建住宅という本来、シンプルな構造の、ただし数が
多い建築物のリフォーム・改修が促進されようとしている状況下で伏兵のように登場して
いる。これまで、基礎自治体の縦割り行政のもとでは、筆者の知る限り、税務部門と住
宅・建築施策を所管する部門が積極的に連携をして問題解決を図ることはほとんど見られ
なかった。しかし、基礎自治体を取り巻く環境は厳しさを増しており、従来型の対応で実
効性を高めることは非常に難しくなっていると考えている。そのような認識のもと、近
年、筆者は縦割り行政の境界領域にかかわる題材を積極的に取り上げている。未だ十分な
成果が得られておらず汗顔の至りであるが、問題提起の意味を込めてあえて挑戦している
次第である。
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